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ールド調査は 2015～2016 年の秋，冬，夏の 3 季節において，ラリトプル，カトマンズ，
ゴルカ，シンドゥパルコウク，ダーディンにある 18 戸の仮設住宅で行われた。熱的快適性
調査を通じて，合計 855 の仮設住宅がランダムに選択し，そこに居住する 1407 人（547 人
の男性と 860 人の女性）から申告データを収集した。社会的影響に関するデータは，424 人




ローブ温度は，冬は 12.1～18.5℃，夏は 26.9～33.2℃であり，季節差は約 20.1°C であ
る。回答者の好みによると，冬に暖かく，夏に涼しくしたい申告が多い。 4 つの地区の平
均快適温度は 15.0～28.6°C であり，季節差は 13.6°C である。本調査における仮設住宅
の居住者全体の 80％が受け入れられる室内グローブ温度は，11～30℃であることが分かっ
た。 
一方，冬の夜間の室内と外部の平均気温は，ラリトプルの 5 つの仮設住宅で 10.3°C と 





5 つの仮設住宅の床面積当たりの推定熱損失係数は，11.3～15.2 W /（m2・K）であり，断
熱性能が非常に低かった。仮設住宅の断熱性能の改善を想定して室温変動の数値解析を行っ
































第 2 章では、仮設住宅の室内温熱環境について述べている。2015～2016 年の秋・冬・夏
の 3 つの季節に、温熱環境の測定と熱的快適性のアンケート調査を同時に実施している。
調査対象とした住宅は大地震の影響を受けた主要 5 つの地域にある。熱的快適性調査では
合計 855 の仮設住宅をランダムに選択し、そこに居住する 1407人（男性 547人、女性 860
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第 3 章では、近年 HEMS の導入により 30 分間隔で取得可能になったエネルギー使用量の
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図から、約束草案に基づくシナリオでは、2005 年から 2030 年にかけて経済成長を遂げつつ、炭
素税の導入により温暖化への影響を低減させることができるという知見を得た。 
 


























































第 5 章では、各章で得られた知見を総括し、今後の課題について言及している。 
 
以上をまとめると、本論文は産業連関分析を拡張して、CO2 の排出を将来推計し、かつ、
廃棄物を対象にしたライフサイクル思考のフットプリント分析を国レベルで算定したもの
である。消費基準に注目した分析結果を示すことで、従来より統計等で示されてきた生産
基準とは異なる観点で結果を考察することを可能にするとともに、グリーン購入やサプラ
イチェーンマネジメントを行うために有用な情報を得た。さらに、産業や最終需要部門ご
とに注目した分析を行うことで、購入や調達する立場から見た結果が得られ、環境コミュ
ニケーションの促進に貢献するものと期待された。 
気候変動政策や廃棄物処理産業を対象に広範な視点から科学的な情報を提供することに
貢献した本研究論文は、ライフサイクル影響評価手法の発展に寄与するところが極めて大
きいと考えられ、博士（環境情報学）の学立論文に値するものと判断する。 
